
書式第 12号 (法第28条関係)

令和元年度  事 業 報 告 書

室墨塑L豊ユE菫星ム _」全旦富L当壺L』菫室生壼ヨ園出饉

1 事業の成果

協力雇用主開拓や就労支援事業を実施する50の都道府県就労支援事業者機構に対し、事業推進のため

の指導、助言及び費用の助成を行った。

就労支援対象者に対しては、就労に際して保証人の得られない者に対する身元保証及び就労自立に係る

費用の助成等を行った。

雇用の受け皿を拡大するため、出所者等の雇用に理解を得るための周知啓発用広報紙・リーフレットを作

成配布するなど広報活動を行った。

また、刑務所出所者等の就労支援の必要性についてより深い理解を得る機会として、前年度に引き続き経

済団体の会員企業にも参加者を募り、矯正施設等見学会を実施した。

厚生労働省「刑務所出所者等就労支援事業」を受話し、支援対象者の雇入れ促進を目的として実施する

「職場体験講習」「セミナー・事業所見学会」及び 「トライアル雇用」の各事業の費用や助成金の支給を行

うとともに、就労支援対象者の多い大都市圏 5地域において求人開拓を実施した。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【183,843】 千円)

定款に記
載された
事業名

事業内容 日時 場所

従事
ヨム
徊

人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

犯罪や非
行をした
者の事情
を理解し
た上で雇
用に協力
する事業
主を確保
し、その
雇用を助
長する事
業

協力雇用主に対する支援

・協力雇用主に対する給与支払い

の助成等
・住込み就労の受け入れ助成、刑

務所面接経費助成等
・就労支援セミナー・事業所見学

会及び職場体験講習の企画・実

施
・協力雇用主の交流・研修・広報

事業の実施

4月  1日
?

3月 31日

都道府県就
労支援事業
者機構 の各
事業所

280
協力雇用主

等
16,934所 37,972

就労支援

対象者を

支援する

事業

刑務所出所者等に対する支援

・支援対象者への作業着、健康診

断料、原付バイク免許取得費用

等給付の助成

同 上

都道府 県就
労支援事業
者機構 の各
事業所

280
刑務所出所

者等の就労

支援対象者

2,738ノ人、 19,105

就労支援スタッフ配置助成

・地方の機構における就労支援専

任スタッフの確保及び活動費用

を助成し支援体制を充実

同 上

就労支援事
業者機構 の

うち 12事業
所

12

刑務所出所

者等の就労

支援対象者

401人 21,438

支援対象者への支援・助成

・公共職業訓練等を受けようとす

る者への旅費の助成
・訓練を終了した支援対象者が訓

練成果を生かした就労自立に際
し必要な費用の助成

・資格取得費用の支援

同 上

全国就労支

援事業者機

構

2

支援対象者

の うち公共

職業訓練等

の受講終了

者等

17人 3,755



就労支援
対象者の

就労を促
進するた
めの身元
保証事業

円滑な就労の支援及び雇用事

業主の負担軽減 を図ることを

目的 とした支援対象者等の身

元保証の実施
・対象者の申出により身元保証を

行い円滑な就労を支援
・身元保証を行った者により損失

を被った雇用事業主に対する見

舞金の支給

4月  1日
2

3月 31日

全国就 労支

援事業者機

構

2

刑務所出所

者等の就労

支援対象者

2,108人

16,637

雇用事業主 51所

各都道府
県単位で
犯罪や非
行をした
者の就労
支援の事
業を行っ
ている事
業者組織
に対する
就労支援
事業の充
実のため
の指導、
援助及び
顕彰の事
業

就労支援協議会の開催

・法務省保護局、矯正局と協働し、
「北海道」「東北」「関東」「中部」
「関西」「中国」「四国」「九州」
の8プロックで各 1回開催

元年 6月

2

元年12月

地方別 8所
の更生保護

関係機関等

3

各都道府県

就労支援事

業者機構従

事者等

240人 1,301

都道府県機構等の組織運営、就

労支援事業等に功績のある者

に対する顕彰

4月  1日

`3月 31日

全国就労支

援事業者機

構及び都道

府県機構

2
就労支援事

業等従事者
3人 130

犯罪や非
行をした
者の雇用
の拡大を
図るため
の広報啓
発及び調
査研究の

事業

関連団体 と協働 し、再犯防止を

図るための啓発・広報活動事業

を実施

・リーフレット、広報紙の作成及び

配布 等

同 上

全 国就 労支

援事業者機

構

3 一般市民
不特定

多数
2,205

矯正施設等見学会の実施

元年 9月

2年 2月

東京近郊の

矯正施設等
3

全国機構の

正会員 (希

望者)他
61人 537

国、地方
公共団体
及び民間
団体によ
る犯罪や
非行をし
た者の就
労支援に

関連する
事業に対
する協
力、受託
及び連携
に関する
事業

協力雇用主等支援

・雇用に係る周知や情報提供及び

雇用管理に係る助言
・支援対象者等専用求人の開拓
・雇用の促進、協力雇用主等に対す

る支援策充実強化を図るための

情報収集

4月  1日
2

3月 31日

東京、神奈川、

愛知、大阪、福

岡の各都府県

就労支援事業

者機構

17

刑務所出所

者等の就労

支援対象者

9,763人 58,873

職場体験講習委託費及び職場

体験講習受講援助費の支給
同 上

全 国就労支

援事業者機

構

2

(委託費)

職場体験講

習委託先事

業所

20件 739

(援助費)

職場体験講

習受講者

18件 505

試行雇用助成金の文給 同 上

全国就労支

援事業者機

構

2

トライアル

雇用実施事

業主

127件 17,794

セ ミナー・事業所見学会の実施

に係 る諸手続 き及び費用の支

給

同 上

全 国就労支

援事業者機

構

2
セ ミナーの

講師等
55件 2,852

(2)その他の事業

特定非営利活動に係る事業以外の事業は実施 していない。

(事業費の総費用 【 】千円)



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和元年度 活動計算書 (その他事業が墨」合)

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 全国 事 者機構

金   ロ ′Iヽ

“

.103.0∞
54,760,000
1.348.000

300.000
300,000

∞

∞

∞

25,"0,αЮ

54,486.000

80.763.734

:35,240.734

8.1“.1∞

正会員受取会,

身元保肛事業収益

3
日本更生保菫協会助成金
更生保■振興財団助成金

受取利
=投資信託収入

3.273,872
3,255,Oll

l.606.247

225.092.30

1

夕常千
当

:ilil給

料手当
9,932.204
2,208,310
1,545,439

90,910
99,151

2 ! ::,

]i:i:

書露警曇晉留滉事者顕彰事業費

::[::::::霙貪
費

i[:i再

03,

493,

608,

1,112,

305,

77.691,

1,222,

36,

7,603.

4.098.

323,

137.

13.000.

1,720,

57,344,

34.

143,

432.

400
975

287

237

290
904

149

540
015

000

422

120

000

900
849

727

668
975

1

役員報酬
給料手当
アルバイ ト給料手当
法定福利費
福利厚生費
役務費

9,430,380
667,302

245,368
184,672

20,416
12.761

000

2) の

会議費
旅費交通費
印刷製本費
通信運搬費
支払手数料
水道光熱費
減価償却費
消耗品費
リース料
租税公課

156.252
8.396
54,919

389.847
292,751

469,437
78,256
15,610

45,593
1.200
996

.「丁o当 如 饉 1 滅  ロ A B

200.000

よЮ.00(

1

306,300
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9.986

固
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:D】  ・・・②当 n盤 1 燿  滅  1 C

23.923.431

346.759.553
375.682.084

: :=■ :|■■■

■E」L』E□E

■口 E=ヨ l

■E■E][:

IT

_1:l

コ F ■■■■田亜亜■綱

■E‐ 』E"ロロ

「

=

■じH■[1ヨ

「
■ 1

■Eコ■:口賜‐ :

:】E】ヨE■日
「

■
「

:

1日前日

『

1111.,日■」|[ヨ|■ ¬■綱 E」|【

II

29.045.33!

l ●
~百

 T~晨  け  壼  ●  0-の ■〇



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和元年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人全国就労支援事業者機構

金   額 小計・ 合計

1

現金

嘗:[言 1曇零と贔暮書
行)

ii3:』
言言[[li層倉]])

塁
殺盪

基 (三井住友銀行新虐｀

有価証券      

…́ ,′ i旧 ソ

2
1 形

什器備品

(2) 形固
ソフ トウェア

(3 の の

22,079
48,314

28,490,091
1,179,960
3,067,931

226,238,441
21,933,733
16,734,988

29,819
4,903,857
8,964,586

92,498,915
37.510

404,150.224

404.150.224

●I■■_
3

3

1

0

【A】 資 産 合 計 ①+② 404.:50.228

B-1
1

未払金
未払費用
前受金

預 り金

仮受金

2

退職給付引当金

+

23,907,542
544,666
30,000

235,031
196,000

1,914,005

26,827,244

26.827.244

1,640,000

‐
1..640.000

1.640.000
、28.467.244

正

正

346,759,553
28,923,431

375.682.984

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 404.150.228

1

｀ _ヽ



16 (法 28条関係 )

令和元年度 計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 全国就労支援事業者機構

1.重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 岬0法人会計基準協議会)に

よっています。

(1)棚 卸資産の評価基準及び評価方法

該当事項はありません。

(2)固定資産の減価償却の方法
什器備品及びソフトウェアの減価償却は定率法によっています。

(3)引 当金の計上基準
・退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末に発生していると認められる金

額を計上 しています。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算 しています。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当事項はありません。

(5)消 費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税込方式によつています。

2.事業別損益の状況

別紙に記載のとお り

3.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
:円 )

4.使途等が制約 された寄附金等の内訳
使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。

当法人の正味財産は   円ですが、その うち   円は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約 されていない正味財産は   円です。
円 )

5.固定資産の増減内訳
円)

算定方法内容 金額

期末残高 備考内容 期首残高 当期増加額 当期減少額

計
△

期末帳簿価題減価償却累計額取得 減少 期末取得価額科 目 期首取得価額

△  1,994,999
△  1,555,200

△ 277,126

△ 419,039

1,995,000
1,555,200
277,128

419,040

1,995,000
1,555,200
277,128

419,040

ｎ
）

ｎ
）

〈
υ

有形固定資産

什器備品

印刷機

サーバ 。パソコン4台
ノー トパソコン2台

無形固定資産
ソフ トウェア

会員管理ソフト
△ 4 246 364匹コ 國国

●

】

Ｆ

】4,246,368合計 ■匠塑園国



科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

一
― ―

―
´ ― ― ―

_― ― ― ― ― ― ―合計 ― ― ― ― ― ― ― ―

6.借入金の増減内訳

7.役員及びその近親者 との取引の内容
役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必
要な事項

事業費と管理費の按分方法

各事業の事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当、アルバイ ト給料、法定福利費、福利厚生費、退職給
付費用、役務費、会議費、通信運搬費、印刷製本費、リース料、消耗品費については、従事割合または使用割合に
基づき按分しています。

その他の事業に係る資産の状況
該当事項はありません。

一
〇

科 目
計算書類に計
上された金額

内、役員 との

取引

内、近親者及
び支配法人等

との取引

ノ ′

/

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

/



16 28

令和元年度 計算書類の注記
生農左」当■活:菱2△三負垂壺」逆生援皇菫者」幾」蓋

2事 の

事業部門計 管理部門 合計

各都道府県単位で犯罪や非行を

した者の歳労支授の事業

…

て

いる事業者舶彙 に対する曖労文崚

子業の充実のための指導.撥助及

び颯杉の子業

犯罪や非行をした者の層

用の拡大を図るための広

報啓発及び調査研究の事

業

国.地方公共団体及び民間団体

による犯罪や非行をした者の鷹

"支援に関連する事業に対する臨

力.受

“

及び連携に関する事業

犯罪や非行をした者の事情
を理解した上で層月に協力
する事業主を確保し.その層

用を助長する事業

就労支援対象者を
支援する事業

就労支援対象者の

就労を促進するため
の身元保証事業

科 目

80,763,734

300,000
25,300,000
135,249,734

56,108,000

8,135,130

56, 108,000
300,000
300,000
249,734
135,130

25,

135,

8,

54,486,000

300
25,300

80.763,734 160.849,734 64,243.130 225,092.86454.486.00025,600,000

101,169
8,715
13,881

105,840

840,800 3,926,490

822,800
28,663

9,932,204
2,208,310
1,545,439

90,910
99,151

756,000

9,430,380
667,302
245,368
184,672
20,416
12,761

84,000

9,430,380
10,599,506
2,453,678
1,730,111

111,326
111,912
840,000

1,201,142
513,022
144,528
12,449
19,830

151.200

2,402,

1,053,

289,

24,

39,

302,

286
046
056
899
661

400

57,811
4,980
7,932

60,480

480,4571,081,029
642,242
130,075
11,204
17,847

136,080
25.276.9131.070.405 4.777,953 14,632,014 10,644,8992.042.171 4,111,348 611,6602,018,477

469,437
78,256
15,610
45,593
1,200

46.996

156,252
8,396

54,919
389,847
292,751

219,652
502,371
663,206

1,502,084
598,041

77,691,904
1,222,149

36,540
7,603,015
4,098,000

323,422
137,120

13,000,000
1,720,900

57,844,849
34,727

469,437
78,256

159,278
478,568

2,340,105
46.996

36,540

11,493
27,222
33,992

289,408
22,780
36,043
23,630

337,718
1,068,767

20,114
47,639
59,486

11,335
39,866

422,480
2,180

323,422
137,120

13,000,000
1,720,900

57,844,849
34,727

92,698
1,914,005

193,232
323,532
246,578
154,718

63,400
493,975
608,287

1,112,237
305,290

77,691,904
1,222,149

36,540
7,603,015
4,098,000

323,422
137,120

13,000,000
1,720,900

57,844,849
34,727

0

0

143,668
432,975

2,338,905
0

56,951
92,090
22,718

41,829,558

72,000

28,734
68,055
84,980

7,603,015
4,026,000

153,382

57,467
136,111
169,960

113,902
228,796
37,058

51,256
86,250
64,986

35,524,628

63,400

25,860
61,250
76,482

1.559.257 170,770.620818.826 1.671,867 75,985,781 169,211,36342.255,086 12,525,69135,954,112
80,763.734 183.843,377 12,204,156 196,047,53316.637,039 1,430,486 2,742,27237,972,589 44,297,257

29.045,3310△ 2 742 272 99 6432 52 038 974961△ 297 257 37 8 △ 1 430 486△ 12,372,589

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

役員報酬
給料手当
アルバイト給料手当
法定福利費
福利厚生費
役務費
退職給付費用
人件費計

(2)その他経費
会議費
旅費交通費
印刷製本費
通信運搬費
支払手数料
支払助成金
広報啓発活動費
顕彰事業費
身元保証見舞金

委託事務手数料
職場体験講習委託費
職場体験受講援助費
試行雇用助成金
セミナー・事業所見学会費用

協力雇用主支援事業費(再委託」
支払保険料        |
水道光熱費        |
減価償却費
消耗品費
リース料
租税公課
雑費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和元年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 全国就労支援事業者機構

金  額 」ヽ    二十 合   計

1

現金預金

現金

小 日現金

普通預金

302,649,213

iし

iに

iに

iL

ゆ
大

定

通預
通預
通預
通預
うち

和証

金

金

金

金

よ

券
金

(三菱東京UFJ銀 行)

(みずほ銀行)

(三井住友銀行渋谷駅前)

(三井住友銀行新宿)

(三菱東京UFJ銀 行別日)

銀行振替口座

22,079
48,314

28,490,091
1,179,960
3,067,931

226,238,441
21,933,733
16,734,988

29,819
903 857

有価証券 92,498,915
外 92 498 915

前払費用
受託事

37,510

前払保 37 510

未収金
一般会計 (他部門事業費支出立替)

8,964,586
5,095,737
3 868 849

2
(1) 形 固

什器備品

ノー トパ ソコン 2台
3

2

1

2 形

ソフトウェア 1

ソ フ 1

3 の

0

404,150.224

404.150.224

3

1

0

【A】 資 産 合 計 ①+② 404,150.228

B-1
1

未払金

者等就 支 事業 (受託事業)未払

未払費用
3月 分アルバイ ト給与等
2月 ・ 3月 社会保険料・事業主

前受金
正会

1頁 りると

源泉徴収税
雇用保険料
2月 分・ 3月 分社会保険料・本人負担分
3月

消費税等

2

退職給付引当金

職員

23,907,542
23,907,542

26.827,244

428,213
116,453

544 666

30,000
30,000

69,878
18,952

113,801
32,400

235,031

196,000

196,000

1.914.005
1,914,005

26.827.244

1,640,000
1,640,000

1.640,000

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 28,467.244

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 375,682.984

)部 |

1.640.000



書式第 18号 (法第 28条関係)

役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における颯酬の有無を記載した名簿)

生:≧:里:堕」二塾:基!⊆:製:重1堕重畳:桂l饉:幽:整

1 確認事項 (法第 20条 及び第 21条 を確認の上、チ ェックを入れて くだ さい。)

Z以 下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

Z各 役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ )

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

⌒

Qラ,・ 監事
クボタ マサカズ 平成31年 4月 1日

2

令和 2年3月 31日

年

年

月

月

日

日

オ
久保田 政一

イシダ トオル 平成31年4月 1日

ぞ
令和 2年3月 31日

年

年

月

月

日

日

2

石田 徹

・監事
イヌイ トシカズ 平成31年4月 1日

2

令和元年10月 31日

年

年

月

月

日

日

2

乾 敏一

４

＾

ミタモ ト タケシ 令和元年11月 1日

ぞ
令和 2年3月 31日

年

年

月

月

日

日

2

宮本 武史

・監事
タカハシ ハルキ 平成31年 4月 1日

ぞ
令和元年8月 31日

年

年

月

月

日

日

2

高橋 晴樹

サ トウ テツヤ 令和元年9月 1日

2

令和 2年3月 31日

年

年

月

月

日

日

2

佐藤 哲哉

ヨコオ ケイスケ 平成31年 4月 1日

2

令和元年5月 19日

年

年

月

月

日

日

2

横尾 敬介

０
０

/\:,,+l- ,-l.l7B, 令和元年5月 20日

2

令和 2年3月 31日

年

年

月

月

日

日

2

橋本 圭一郎

Ｏ
υ

・監事
ミタライ フジオ 平成31年4月 1日

`令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

ぞ

御手洗 冨士夫

10
イフタ ケイイチ 令和元年5月 20日

ぞ
令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

2

岩 田 圭一

11

⌒

健望ナ監事
ウチヤマダ タケシ 平成31年4月 1日

2

令和 2年3月 31日

年

年

月

月

日

日

2

内山田 竹
」」

12
⌒

Q堕升監事
オシ ミ ヨシカズ 平成31年 4月 1日

ぞ
令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

2

日押味 至一

13
ヒガシハラ トシアキ 平成31年4月 1日

2

令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

2

東原 敏昭

⌒

鯉翌ナ監事

⌒

便雪ナ監事

⌒

便雪升監事

⌒

便堕ナ監事

⌒

健壁ヲ・監事

⌒

Qヲ・監事

⌒

使雪ナ監事



役 名
どちらかにO

(フ リガナ )

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)氏    名

14
サカキバラ サダユキ 平成31年4月 1日

2

令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

2

榊原 定征

15 ・監事
'>)\, "?t)\)v 平成31年4月 1日

2

令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

2

柴田 昌治

16 ・監事
ツクダ カズオ 平成31年4月 1日

2

令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

2

佃 和夫

17 ・監事
ミキ シゲミツ 平成31年 4月 1日

?

令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

2

三木 繁光

18
ミムラ アキオ 平成31年 4月 1日

2

令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

ぞ
村 明夫

19
ミヤハラ ケンジ 平成31年4月 1日

2

令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

2

宮原 賢次

20
⌒

Qョナ監事
ワタナベ コウイチロウ 平成31年4月 1日

2

令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

2

渡邊 光一郎

21
キムラ ヤスシ 平成31年4月 1日

2

令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

?

木村 康

22
イフタ ケイゴウ 平成31年 4月 1日

2

令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

2

岩田 圭剛

23
スサ タカヤス 平成31年4月 1日

2

令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

2

須佐 尚康

24
ワタナベ ヨシヒデ 平成31年4月 1日

2

令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

?

渡邊 佳英

25
キ リナカ アツミ 平成31年4月 1日

2

令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

?

切中 厚美

26
オオハシ タロウ 平成31年4月 1日

2

令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

2

大橋 太朗

27
⌒

健警ナ監事
ヤマシタ タカシ 平成31年4月 1日

2

令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

2

山下 隆

28 ・監事
ワタナベ  トモキ 平成31年4月 1日

ぞ
令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

2

渡邊 智樹

29
⌒

鱒:fリ
監 事

イソヤマ セイジ 平成31年 4月 1日

2

令和元年7月 31日

年

年

月

月

日

日

2

儀 山 誠

30 監事
フジナガ ケンイチ 令和元年8月 1日

?

令和 2年3月 31日

年

年

月

月

日

ぞ

日藤永 憲一

⌒

t堕ナ監事

⌒

便堕ナ監事

⌒

Qョナ監事

⌒

く壁り・監事

⌒

に:多
)・
監事

⌒

Qラ,・
監事

⌒

健望ナ監事

⌒

雙壁フ・監事

⌒

Q誓ナ監事



役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該 当者のみに記入)氏   名

31

-?Y* U=YB 平成31年 4月 1日

2

令和 2年3月 31日

年

年

月

月

日

日

2

松尾 邦弘

32
スギヤマ ヒデジ 平成31年 4月 1日

2

令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

2

杉山 秀

33
オオタ トシアキ 平成31年4月 1日

ぞ
令和 2年3月 31日

年

年

月

月

日

日

2

太田 俊明

34 ・監事
t r t-1 lTttl 平成31年4月 1日

2

令和 2年3月 31日

年

年

月

月

日

日

2

渡邊 泰弘

35 ・監事
)11 aY A 平成31年4月 1日

2

令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

2

加毛 修

36
⌒

Q翌ナ監事
スズキ ミユキ 平成31年 4月 1日

2

令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

2

日

日鈴木 みゆき

37
フジモ ト テツヤ 平成31年4月 1日

ぞ
令和 2年 3月 31日

月

月

年

年

2

日

日藤本 哲也

38
7 )r7-? , ,:1-+ 平成31年4月 1日

2

令和 2年3月 31日

月

月

年

午

日

日

2

青沼 隆之

39
シミズ ョシュキ 平成31年4月 1日

ぞ
令和 2年3月 31日

平成31年 4月 1日

2

令和 2年3月 31日清水 祥之

40
⌒

理事喪竃ジ
l. /\ -" +,/t, 平成31年 4月 1日

2

令和 2年 3月 31日

月

月

日

日

年

年

2

鳥羽 衛

41
⌒

理事業ぜジ
カミムラ シゲオ 平成31年 4月 1日

2

令和 2年3月 31日

日

日

年

年

月

月

2

上村 成生

⌒

Q:ラリ・監事

⌒

便雪ナ監事

⌒

Q誓ナ監事

⌒

に13,・
監事

⌒

健雪ナ監事

⌒

に3)・
監事



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係)

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

」宝塑壁L型:壁墜込__全国趣Li菫』L圭豊壁塾整

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 榊原 定征

2 青沼 隆之

3 清水 祥之

4 久保 田 政一

5 石田 徹

6 宮本 武史

7 佐藤 哲哉

8 押味 至一

9 東原 敏昭

10 柴 田 昌治

ll 佃 和夫

12 内山田 竹志


